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徳
島
大
学
は
本
学
を
支
え
て
く
だ

さ
る
多
く
の
学
生
、
保
護
者
、
同
窓

生
、
地
域
の
皆
様
方
に
透
明
性
の
高

い
財
務
情
報
を
提
供
し
、
大
学
の
財

政
状
態
及
び
運
営
状
況
に
つ
い
て
ご

理
解
い
た
だ
け
る
よ
う
に
努
め
る
こ

と
が
重
要
な
責
務
の
一
つ
と
考
え
て

お
り
ま
す
。

こ
の
財
務
レ
ポ
ー
ト
は
、
徳
島
大

学
の
現
在
の
財
務
状
況
を
で
き
る
だ

け
分
か
り
や
す
く
お
伝
え
す
る
こ
と

を
目
的
と
し
て
、
平
成
25
事
業
年
度

財
務
諸
表
を
も
と
に
作
成
し
ま
し
た
。

平
成
16
年
４
月
、
本
学
は
他
の
全

て
の
国
立
大
学
と
同
様
法
人
化
し
、

国
か
ら
独
立
し
た
経
営
体
と
し
て
の

運
営
を
行
う
こ
と
と
な
り
、
本
年
度

（
平
成
25
年
度
）
で
法
人
化
後
10
年
が

経
過
し
ま
し
た
。

平
成
25
事
業
年
度
の
徳
島
大
学
は
、

附
属
病
院
収
益
や
寄
附
金
収
益
等
の

増
加
、
業
務
の
効
率
的
な
実
施
な
ど

に
よ
り
利
益
を
計
上
す
る
こ
と
が
で

き
ま
し
た
。
一
方
で
、
他
の
国
立
大

学
法
人
と
同
様
、
徳
島
大
学
の
財
政

基
盤
の
多
く
は
運
営
費
交
付
金
等
の

国
か
ら
の
補
助
で
支
え
ら
れ
て
お
り

ま
す
が
、
そ
の
運
営
費
交
付
金
に
つ

い
て
は
、
法
人
化
翌
年
の
平
成
17
年

度
か
ら
毎
年
減
額
さ
れ
て
お
り
ま
す
。

こ
の
こ
と
は
徳
島
大
学
の
財
政
基
盤

が
毎
年
厳
し
く
な
る
こ
と
を
意
味
し

て
お
り
、
引
き
続
き
安
定
し
た
経
営

を
行
う
た
め
に
、
自
己
収
入
の
増
加

及
び
競
争
的
資
金
の
獲
得
に
努
め
て

行
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
と
考
え
て

お
り
ま
す
。

 国立大学法人徳島大学

財務レポート
The University of Tokushima Financial Report

貸借対照表の概要
貸借対照表は、決算日における本学の全ての資産、負債及び純資産を記載することによりその財政状態を明らかにすることを目的としています。

損益計算書の概要  
損益計算書は、事業年度内に本学が実施した事業等により発生したすべての費用と収益を記載することにより、その運営状況を明らかにしています。

資産の部
土地
建物
建物附属設備
構築物
工具器具及び備品等
図書
投資有価証券（国債等）
現金及び預金
未収附属病院収入
有価証券（譲渡性預金）
その他

資産合計

経常費用
業務費
　教育経費
　研究経費
　診療経費
　教育研究支援経費
　受託研究等経費
　人件費
一般管理費
財務費用
雑損
　経常費用合計

経常収益
運営費交付金収益
学生納付金収益
附属病院収益
受託研究等収益
施設費収益
補助金収益
寄附金収益
資産見返負債戻入
財務収益
雑益
　経常収益合計

臨時損失
固定資産除却損
その他
　臨時損失合計

臨時利益
徴収不能引当金戻入
その他
　臨時利益合計

当期総利益
当期総利益

目的積立金取崩額
目的積立金取崩額

負債の部
資産見返負債
センター債務負担金
長期借入金
未払金
運営費交付金債務
寄附金債務 
その他
　負債の部合計

純資産の部
資本金
資本剰余金
利益剰余金
その他有価証券評価差額金
　純資産の部合計

負債及び純資産合計

448.2
215.7
94.1
15.5
91.7
29.0
32.7
76.9
42.1
60.0
23.1

1,129.1

381.4
19.5
21.6

129.4
2.5

15.9
192.5
10.4
3.9
0.1

395.8

115.3
41.2

202.4
16.7
1.2
3.5
9.2

11.5
0.1
5.9

407.2

0.4
0.8
1.1

0.1
0.6
0.7

10.9 0.0

92.0
123.0
78.4
74.2
23.1
77.7
20.6

489.0

467.4
98.5
74.1

640.1

1,129.1

448.2
226.9
100.7
22.3

102.2
29.0
33.7
92.7
41.3
25.0
51.7

1,173.5

392.5
19.2
25.9

135.0
2.5

15.0
194.9
13.6
3.8
0.0

409.8

112.8
41.4

208.8
15.1
1.5
3.8

13.1
13.7
0.1
5.4

415.7

0.4
0.9
1.3

0.0
0.3
0.4

4.9 0.0

126.3
107.5
98.8

103.4
14.3
65.8
13.3

529.4

467.4
97.7
79.0
0.0

644.1

1,173.5

0.0
11.2
6.6
6.8

10.5
0.0
1.0

15.7
0.8

35.0
28.6

44.5

11.0
0.3
4.3
5.6
0.0
1.0
2.4
3.2
0.2
0.1

14.0

2.5
0.2
6.4
1.6
0.3
0.3
3.8
2.2
0.0
0.5
8.5

0.0
0.1
0.2

0.0
0.3
0.3

6.0 0.0

34.2
15.5
20.5
29.3
8.8

11.8
7.3

40.5

0.0
0.9
4.9
0.0
4.0

44.5

24年度24年度 24年度

24年度 24年度

24年度 24年度

24年度

24年度

25年度25年度 25年度

25年度 25年度

25年度 25年度

25年度

25年度

増減増減 増減

増減 増減

増減 増減

増減

増減

（単位 : 億円）（単位 : 億円）

注）単位未満を四捨五入しているため、必ずしも計は一致しません。 

注）単位未満を四捨五入しているため、必ずしも計は一致しません。 

【資産の概要】
・土地が全体の約4割を占めています。
・建物・建物附属設備・構築物の増は、藤井節郎記念医科学センター新営、立 
   体駐車場新営等によるものです。
・工具器具及び備品等の増は、病院高精度外部放射線治療装置の購入等によ
  るものです。
・現金及び預金の増、有価証券（譲渡性預金）の減は、有価証券の償還や国立
   大学法人資金共同運用の預け金等によるものです。
・未収附属病院収入の減は、主として2月、3月分の診療報酬減（保険請求分）
   によるものです。
・その他の増は、建設仮勘定（病院外来診療棟新営工事等）の増加や、未収金
 （施設整備費補助金等）の増加によるものです。

【経常費用の概要】
・費用は、人件費が全体の約5割を占めています。
・診療経費は診療報酬獲得のために要する経費で、主に医薬品や診療材料にか  
  かるものです。25年度は5.6億円増加していますが、附属病院収益の増加に伴
  うものです。
・人件費の増は、看護環境充実等による増加や、非常勤教職員の増加によるも
  のです。
・一般管理費の増加は、立体駐車場新営に伴う埋文調査等による修繕費の増
  加や、電気料の増加等によるものです。

【負債の概要】
・センター債務負担金及び長期借入金が全体の約4割を占めています。
・長期借入金の増は、病院外来診療棟のための借入金（24.8億円）によるものです。
・未払金の増は、建設仮勘定や工具器具及び備品等による未払金が増加したこと 
   及びESCO事業やリースに係る長期未払金の増加によるものです。
・運営費交付金債務の減は、翌年度への繰越額が減少したことによるものです。
・寄附金債務の減は、藤井節郎記念医科学センターの設置に伴う執行によるものです。
※センター債務負担金
　法人化以前に財政融資資金を財源として取得した病院の資産等にかかる借入金
※長期借入金
　法人化後、病院の設備充実のため、国立大学財務・経営センターから借入れたもの

【経常収益の概要】
・収益は、附属病院収益と運営費交付金収益で全体の約８割を占めています。
・運営費交付金収益は、大学改革促進係数（△1.3％）により毎年減少してお
  り、また退職手当等の特殊要因経費も減少しているため、2.5億円の減となっ
  ています。
・附属病院収益は、手術件数の増加や新たな入院基本料等加算の取得による
  入院基本料の増加等により６．４億円の増加となっています。

負債構成（25年度）資産構成（25年度）

経常収益構成（25年度）経常費用構成（25年度） 負債合計
529.4億円

資産合計
1,173.5億円

経常収益合計
415.7億円

経常費用合計
409.8億円

資産見返
負債24%

センター債務
負担金20%

長期借入金
19%

未払金20%

運営費
交付金債務
3%

寄附金債務
12%

その他 2%

土地
38%

建物
19%

現金及び
預金 8%

建物附属
設備
9%

構築物 2%

工具器具及び
備品等 9%

図書 2%

投資有価証券
（国債等） 3%

有価証券（譲渡性預金） 2%

その他 4%未収
附属病院
収入4%

学生納付金
収益10%

運営費
交付金収益
27%

その他
6%

附属病院収益
50%

受託研究等経費4%

教育、研究、
支援経費
12%

診療経費
33%

人件費
47%

財務費用 1%

一般管理費
3%

受託研究等
収益 4%

寄附金収益 3%



24 23

 

「
フ
ュ
ー
チ
ャ
ー
セ
ン
タ
ー
」。
初

め
て
耳
に
す
る
言
葉
だ
と
い
う
人
が
多

い
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。
欧
州
発
の
取
り

組
み
で
、
社
会
課
題
の
解
決
や
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
創
造
の
場
と
し
て
注
目
さ

れ
て
い
ま
す
。

1
9
9
6
年
、
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
の

ル
ン
ド
大
学
教
授
（
当
時
）
で
新
パ
リ

ク
ラ
ブ
創
始
者
の
レ
イ
フ
・
エ
ド
ビ
ン

ソ
ン
博
士
に
よ
り
提
唱
さ
れ
ま
し
た
。

世
界
で
40
カ
所
以
上
、
日
本
で
も
す
で

に
40
カ
所
以
上
に
設
置（
ま
た
は
実
践
）

さ
れ
る
ま
で
に
な
っ
て
い
ま
す
。

ポ
イ
ン
ト
は
３
つ
。
①
「
未
来
を
創

る
」
と
い
う
形
で
社
会
創
生
、
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
を
推
進
す
る
。
②
同
じ
組

織
に
い
な
が
ら
日
頃
は
つ
な
が
り
の
な

い
職
員
や
、
国
民
と
政
府
な
ど
出
会
う

機
会
の
少
な
い
関
係
者
を
集
め
、
立
場

を
一
旦
棚
上
げ
し
た
フ
ラ
ン
ク
な
対
話

の
「
場
」
を
つ
く
る
。
③
デ
ザ
イ
ン
思

考
を
取
り
入
れ
、
組
織
、
地
域
に
隠
れ

た
知
的
資
本
（
イ
ン
テ
レ
ク
チ
ャ
ル
キ
ャ

ピ
タ
ル
）を
積
極
的
に
掘
り
起
す
。
ま
た
、

ビ
ジ
ョ
ン
、
戦
略
、
政
策
等
を
具
体
化

し
、
実
践
実
験
を
行
う
。
こ
れ
ら
の
こ

ム
が
フ
ュ
ー
チ
ャ
ー
セ
ン
タ
ー
で
す
。

人
々
が
集
ま
り
対
話
す
る
だ
け
の
ワ
ー

ク
シ
ョ
ッ
プ
と
は
明
ら
か
に
異
な
る
も

の
で
す
。

例
え
ば
著
名
な
フ
ュ
ー
チ
ャ
ー
セ
ン

タ
ー
「
シ
ッ
プ
ヤ
ー
ド
」
は
、
オ
ラ
ン

ダ
政
府
の
国
税
関
税
執
行
局
が
所
管
す

る
も
の
で
す
。
職
員
約
3
万
人
の
知
的

資
本
を
最
大
限
に
活
か
す
べ
く
、
集

ま
っ
て
き
た
職
員
が
税
金
の
集
め
方
や

使
い
方
に
つ
い
て
、
場
合
に
よ
っ
て
は

納
税
者
も
交
え
て
、
あ
る
べ
き
姿
を
考

え
る
場
と
し
て
活
用
さ
れ
て
い
ま
す
。

2
0
1
1
年
の
年
間
稼
働
率
は
80
％
。

多
く
の
課
題
が
職
員
か
ら
持
ち
込
ま
れ

る
と
言
わ
れ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
シ
ッ
プ
ヤ
ー
ド
の
み
な
ら
ず

オ
ラ
ン
ダ
、
デ
ン
マ
ー
ク
、
イ
ギ
リ
ス

な
ど
欧
州
各
地
の
フ
ュ
ー
チ
ャ
ー
セ
ン

タ
ー
で
は
、
参
加
者
の
独
創
的
な
発
想

や
対
話
の
質
を
高
め
る
た
め
、
大
学
の

研
究
室
と
連
携
し
、
心
理
学
的
効
果
を

狙
っ
た
空
間
設
計
（
ス
ペ
ー
ス
テ
ク
ノ
ロ

ジ
ー
）に
工
夫
を
凝
ら
し
て
い
ま
す
。（
写

真
）日

本
は
、
急
速
な
人
口
減
少
に
よ
り
、

2
0
5
0
年
に
は
６
割
の
地
域
が
無

人
化
す
る
と
予
測
さ
れ
て
い
ま
す
。
少

子
高
齢
化
、
環
境
保
全
、
激
甚
災
害
へ

の
備
え
、
教
育
改
革
等
へ
の
対
処
は
小

手
先
の
こ
と
で
は
解
き
よ
う
が
な
い
状

況
と
な
っ
て
い
ま
す
。
徳
島
大
学
で
は
、

こ
う
し
た
問
題
へ
の
対
応
力
を
高
め
る

新
基
盤
と
し
て
、
国
立
大
学
で
は
初
の

施
設
と
し
て
、
今
年
度
内
に
フ
ュ
ー

チ
ャ
ー
セ
ン
タ
ー
を
設
置
し
ま
す
。
本

取
り
組
み
か
ら
地
域
の
活
性
化
や
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
が
加
速
さ
れ
、
地
域
の
持

続
、
変
化
へ
の
対
応
力
、
グ
ロ
ー
バ
ル

化
が
進
展
╱
飛
躍
す
る
こ
と
を
願
っ
て

い
ま
す
。

と
か
ら
課
題
解
決
の
手
段
、
新
た
な
価

値
の
発
見
╱
共
有
に
取
り
組
む
こ
と
で

す
。言

い
換
え
れ
ば
、
従
来
の
枠
組
み
で

は
難
し
い
課
題
解
決
に
対
し
て
、
多
様

性
を
有
す
る
「
集
団
の
知
恵
」
の
形
成

と
プ
ロ
ト
タ
イ
ピ
ン
グ
に
向
け
た
真
の

協
働
を
促
進
す
る
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー

 

国
立
大
で
初
の

「
フ
ュ
ー
チ
ャ
ー
セ
ン
タ
ー
」

 

地
域
創
生･

国
際
交
流
会
館（
仮
称・建
設
中
）５
階
に
設
置

地域貢献

大
学
院
ソ
シ
オ
・
ア
ー
ツ
・
ア
ン
ド
・

サ
イ
エ
ン
ス
研
究
部 

教
授

地
域
創
生
セ
ン
タ
ー
長

吉
田 

敦
也
（
よ
し
だ 

あ
つ
や
）

オランダーのフューチャーセンター「シップヤード」の視察（2013年5月24日）

フューチャーセンターの父「レイフ・エドビンソン」と筆者

　

平
成
25
事
業
年
度
は
第
２
期
中
期
目

標
・
中
期
計
画
期
間
（
平
成
22
事
業
年
度

～
平
成
27
事
業
年
度
）
の
４
年
目
に
あ
た

り
ま
す
。
本
事
業
年
度
の
徳
島
大
学
は
、

4.9
億
円
の
利
益
を
計
上
し
て
い
ま
す
が
、

病
院
収
入
等
の
増
加
、
予
算
の
効
率
的

執
行
に
よ
る
経
費
の
削
減
な
ど
の
経
営

努
力
に
よ
る
利
益
の
ほ
か
に
、
国
立
大

学
法
人
に
お
け
る
固
有
の
会
計
処
理
に

よ
る
非
資
金
的
項
目
も
含
ま
れ
て
お
り

ま
す
。
本
学
の
経
営
努
力
に
よ
っ
て
生

じ
た
利
益
に
つ
い
て
は
、
目
的
積
立
金

と
し
て
文
部
科
学
大
臣
の
承
認
を
受
け

た
後
、
中
期
計
画
を
踏
ま
え
な
が
ら
効

率
的
な
活
用
を
図
っ
て
い
く
こ
と
に
な

り
ま
す
。

　

一
方
で
、
本
学
を
含
む
国
立
大
学
法

人
の
財
政
基
盤
を
支
え
る
運
営
費
交
付

金
等
の
国
か
ら
の
補
助
に
つ
い
て
は
、

毎
年
減
額
さ
れ
て
い
る
状
況
で
あ
り
、

本
学
を
取
り
巻
く
環
境
は
一
層
厳
し
さ

を
増
し
て
い
ま
す
。
こ
の
よ
う
な
状
況

の
も
と
で
、
今
後
と
も
安
定
し
た
経
営

を
行
う
た
め
に
、
引
き
続
き
、
自
己
収

入
の
増
加
及
び
競
争
的
資
金
の
獲
得
に

努
め
る
と
と
も
に
「
知
を
創
り
、
地
域

に
生
き
、
世
界
に
は
ば
た
く
徳
島
大

学
」
と
し
て
、
教
育
・
研
究
・
社
会
貢

献
及
び
診
療
の
各
分
野
に
わ
た
り
、
そ

の
充
実
と
不
断
の
見
直
し
・
改
善
を
進

め
て
参
り
ま
す
の
で
、
今
後
と
も
ご
指

導
、
ご
支
援
を
よ
ろ
し
く
お
願
い
い
た

し
ま
す
。

目的積立金 （承認額）当期総利益

主な施設の整備

（蔵本）立体駐車場新営（平成25年10月完成） （南常三島）地域連携プラザ新営〈けやきホール〉（平成26年2月完成）

　国立大学法人は、利益の獲得を目的とはしておらず、補助金（運営費交付金）を受けて事業を実施する法人であるため、損益均衡の原理が
会計制度の基本となっています。しかし、経費の節減、自己収入の増加など経営努力を行った際には利益が生じることになります。当期総利
益のうち文部科学大臣の承認を受けた額については目的積立金として積み立てられ、翌事業年度への繰り越し及び使用が可能となります。平
成25年度は、平成24年度における剰余金として1.1億円の繰り越し承認を受けました。
　この目的積立金は、中期計画で定めた使途に充てることができ、本学の中期計画においては、「決算において剰余金が発生した場合は、教
育研究の質の向上及び組織運営の改善に充てる」と定めています。

蔵本地区　　　    藤井節郎記念医科学センター新営工事が平成25年8月に完成。
　　　　　　　　 立体駐車場新営工事が平成25年10月に完成。
南常三島地区　    学生支援センター改修工事（学生会館）が平成26年3月に完成。
　　　　　　　　 課外活動施設新営工事が平成26年2月に完成。
　　　　　　　　 地域連携プラザ新営工事（けやきホール）が平成26年2月に完成。

平成26年度工事 （蔵本）総合研究棟（医学系）新営工事は平成26年7月に完成。
　　　　　　　  （南常三島）フロンティア研究センター新営工事は平成26年12月に完成予定。
　　　　　　　  （南常三島）地域創生・国際センター新営工事は平成27年3月に完成予定。
　　　　　　　  （医病）外来診療棟新営工事は平成27年3月に完成予定。

【目的積立金の概略】

【主な施設の整備状況】
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徳
島
大
学
役
職
員
の

報
酬
・
給
与
等
の

水
準
公
表
に
つ
い
て

　
国
立
大
学
法
人
の
役
職
員
の
報

酬
・
給
与
等
に
つ
い
て
は
、
国
家
公

務
員
や
民
間
企
業
の
給
与
、
法
人
の

業
務
の
実
績
を
考
慮
し
、
社
会
一
般

の
情
勢
に
適
合
し
た
も
の
と
な
る
よ

う
、
各
法
人
が
そ
れ
ぞ
れ
支
給
の
基

準
を
定
め
、
総
務
省
の
定
め
る
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
に
基
づ
き
公
表
を
行
う
こ

と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　
徳
島
大
学
も
そ
の
趣
旨
に
沿
っ

て
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
お
い
て
、平

成
25
年
度
に
支
給
し
た
役
員
の
報

酬
等
、
常
勤
職
員
の
給
与
、
職
員
と

国
家
公
務
員
及
び
他
の
国
立
大
学
法

人
等
と
の
給
与
水
準
（
年
額
）
の
比

較
指
標
及
び
総
人
件
費
等
を
公
表
し

て
い
ま
す
。

　
詳
し
く
は
徳
島
大
学
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
の
﹇
大
学
紹
介
﹈
↓
﹇
情
報
公
開
・

個
人
情
報
保
護
﹈
↓
﹇
法
定
公
開
情

報
﹈
↓
﹇
国
立
大
学
法
人
徳
島
大
学

の
役
職
員
の
報
酬
・
給
与
等
に
つ
い

て
﹈
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。
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